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公民館制度の廃止が地域福祉に与える影響と課題の検討
―高知県土佐町の事例に注目して―

＊大 村 隆 史

1 ．はじめに

（ 1）研究の目的と課題
　1980年代以降，社会福祉領域の重要な理念の一つに
ノーマライゼーションの実現があげられると，これま
で見過ごされてきた福祉的な課題を持つ人々の自己実
現や学習のあり方が，改めて社会教育・生涯学習の領
域における課題とされるようになった1。他方で，近年
の地方分権改革や生涯学習政策の進行のなかで，地域
の社会教育推進の中心的な担い手とされてきた公民館
にかかわる仕組みが，各地で再編成されていくことが
問題視されている。こうした状況のなか，福祉的な課
題を持つ人々の自己実現や学習の場はどこにあるのだ
ろうか。
　本研究では，自治体レベルで公民館制度を廃止した
地域社会における地域福祉活動の展開の実態を，それ
までに存在した公民館制度とのかかわりから明らかに
することを目的としている。とりわけ，地域福祉推進
の主な担い手である社会福祉協議会の取り組みに注目
し，福祉的な課題を持つ人々の学習の場が，公民館制
度の廃止後どのような論理の下で展開されているのか
を究明する。
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　公民館と社会福祉協議会の関係性をめぐる議論は戦
後間もない頃からなされている。全国社会福祉協議会
連合会調査部長という立場から全国の社会福祉協議会
の実情を調査した牧賢一は，公民館と社会福祉協議会
は「目的及び活動において切り離すことのできない密
接な関連をもつている」2とし，「元をただせば同じ畑，
同じ理論に根差している公民館と協議会が，いろいろ
な面ではつきり区別ができないということは当然なの
である」3と論じている。その後，1970年代には，小川
利夫が教育福祉論を提唱し，新たな不安定層の問題を
教育と福祉の谷間として語ることで，教育と福祉の関
係を問う研究視角が構築され始めた。しかし，小川が

「日本の福祉は教育の問題を真剣に考えてこなかった
経緯がある。（中略）教育についても同じで福祉問題を
自分の問題だとは考えていないといわざるを得ない」4

と述べているように，公民館と社会福祉協議会の関係
以前に，教育と福祉の関係が両者の立場から十分に深
められていない状況が指摘されている。
　近年では，原田正樹が地域福祉推進における福祉教
育とその研究の展開について戦後初期から整理するな
かで，「『福祉教育』研究の成果と活動実践が結び付き
ながら発展したかといえば，社協はほとんど福祉教育
の実施主体には成りえなかった」5としている。その要
因として，具体的な福祉教育の方法論が展開されな*  名古屋大学大学院学生
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かったことをあげ，それが「公民館活動や学校教育な
ど教育関係機関と質的なネットワークを図ることや，
社会福祉問題や福祉ニーズが多様化する中で福祉教育
を焦点化することができなかったことにつながろう」6

と分析している。また2017年に全国社会福祉協議会と
全国ボランティア・市民活動振興センターが社会福祉
協議会や社会福祉事業者に向けてまとめた『社会的包
摂に向けた福祉教育～福祉教育プログラム 7 つの提案
～』では，福祉教育は「どう生きる意欲を喚起してい
くか，究極的にはエンパワメントをどう促すか」とい
う点と，「地域における差別や偏見・無理解・無関心・
コンフリクト（葛藤や対立）を直視し，それを乗り越
えて「合意形成」をどう進めていくか」7という点にお
いて，その役割が期待されている。
　こうした意味での福祉教育の内容の重要性は十分に
理解できる一方で，公民館における教育活動の特徴で
ある地域に固有の生活文化や伝統文化の学習への視点
が欠落してしまっている点が指摘できる。地域社会の
暮らしにおける社会的包摂を実現するうえで，生活や
伝統に関わる土着的な知を学ぶことの重要性はほとん
ど自明のものといっても良いだろう。
　他方で今日では，人口減少・少子高齢化の進む現代
社会におけるコミュニティ形成の課題の一つとして，
既存の公民館など社会教育施設の単なる有効的活用に
とどまらず，地域施設を活用した地域福祉の充実が，
新たに福祉の領域から強く求められている8。松江市
では，松江市社会福祉協議会の分会として設置された
地区社会福祉協議会9が市内28カ所の公民館に事務局
を設置し，公民館と協力して「地区地域福祉活動計画」
を策定するなど，社会福祉協議会による小地域福祉活
動の拠点として公民館の役割が評価されている10。末
本誠は，松江市の公民館の状況について「福祉活動も
公民館の活動が存在することによって，初めて成り
立っている」11とし，さらに「福祉との一体化は，公民
館の方にも地域の課題に深く根を下ろした活動を可能
にするという，好ましい影響を与えている」12として評
価している。
　松江市の公民館と社会福祉協議会の協力関係の背景
には，1964年に松江市が財政再建団体に転落し，公民
館の設置・運営方式が「公設公営方式」から「公設自
主運営方式」へと変更されたことが大きく関わってい
る。松江市は「他市のように所管を首長部局に移し名
称も変えて，行政の出先機関として位置づけることを
あえて選ばず，教育委員会が管轄する条例に基づく教
育施設としての原則を維持している」13のであって，こ
うした状況は松江市の自治体改革のなかで生まれてき

た独自の展開であるといえる。
　こうした特異な事態は，社会教育学においてどのよ
うに整理できるだろうか。例えば，松田武雄は，社会教
育の歴史的な蓄積を踏まえて，学習を基軸にまちづく
りと福祉の機能を統合して社会教育の再定義を行なっ
たとする北九州市の事例に注目し，社会教育の民主的
な共同統治を担うアクターの多様さを指摘した。すな
わち松田は，「社会教育行政の再編成によって社会教
育・生涯学習の実践が縮小していくのではなく，それ
に翻弄されず立ち向かって実践を豊かにするような，
民主主義の成熟化を遂げる社会教育ガバナンスの実現
の可能性を，各々の地域で探求していくことが課題」14

としている。この提起は，松江市の展開を説明しうる
だけでなく，これまで多くの社会教育研究が公民館制
度の存在を前提としてきたのに対して，条例の廃止後
の地域変動を捉え，社会教育研究を進めていく視点を
もたらすものといえる。
　以上の内容を踏まえ，本研究では，地域社会に存在
した公民館制度との関わりから社会福祉協議会の地域
福祉活動の取り組みを明らかにしていくなかで，公民
館制度の廃止が社会福祉協議会の地域福祉活動にどの
ような影響を与えたのかを考察する。また，その際，
福祉的な課題をもつ人々の学習の場が公民館制度廃止
後の地域社会にあって①実際はどういった状況にあ
り，②どのような論理のもとで展開されていくことに
なったのかを明らかにする。本研究は，公民館の存在
を前提とした研究枠組みだけでは，ややもすると公民
館制度を廃止した地域における社会教育研究を不可能
としてしまう恐れがあると考え，そうした事態を問題
視し，乗り越えていこうとするものでもある。

（ 2）研究方法と対象事例
　本研究で注目する事例は，高知県土佐郡土佐町で活
動する土佐町社会福祉協議会（以下「土佐町社協」と
する）の取り組みである。本研究の事例となる土佐町
は，2014年 6 月時点で人口 4 ,358名（世帯数 1 ,799戸）
のうち，65歳以上の老年人口が約43%，15歳未満の若
年人口は約 9 % という構成であり，町外への人口流
出も緩やかな増加傾向にある地域である15。2009年に
5 つの小学校が 1 校に統廃合され，地域にある学校教
育機関は小中一貫校の土佐町小中学校のみとなってい
る。こうした状況の中で土佐町社協は，集落のつなが
りの再構築を目指して，土佐町内の 8 つの旧小学校区
に「あったかふれあいセンター」という地域福祉拠点
を合計で 9 か所開設している（図 1 ）。
　本研究は，2013年 8 月 2 日から 7 日まで，2014年 3
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月 1 日から 4 日まで， 6 月 2 日から 6 日まで，10月23
日から28日までの計 4 回に分けて行なった，高知県土
佐郡土佐町における調査結果をもとにしている。調査
の内容としては，土佐町の公民館と 2 か所のあったか
ふれあいセンターに関連する資料の収集と活動現場へ
の参与観察に加え，土佐町社協の職員，土佐町教育委
員会の職員・関係者，地域住民の協力のもと2014年10
月24日と28日に聞き取り調査を実施した。特にあった

かふれあいセンターにおいては，活動に参加していた
住民を対象としたグループインタビューを行なってお
り，本論ではそのインタビュー結果を中心に分析を行
なっていく（表 1 ）。グループインタビューでは，主に
地域住民の参加動機，実感などといった認識の側面か
ら現状を問う項目を設定し，地域住民の視点から現象
を分析することを企図した。その際，調査協力者が自
由に語れるよう半構造化の形式を採用して調査を実施

図 1　旧小学校区と各あったかふれあいセンターの配置図（収集資料をもとに筆者作成）

表 1　あったかふれあいセンター調査の概要

和田地区 黒丸・下瀬戸地区

地区（会場）・日時
廃校の一室 集会所

2014年10月24日 2014年10月28日
12：00～16：00 13：00～16：00

調査参加者
住民 7 名（女性 6 ，男性 1 ） 住民 5 名（女性 3 ，男性 2 ）

社協職員 2 名 社協職員 2 名
集落支援員 1 名

所在・世帯数 
老年人口の比率 

（2014/ 4 / 1 現在）

社協事務所から車で20分程の山間部の地
区。30戸程度。老年人口の比率は約 6 割。

社協事務所から車で50分程の山間部の地
区。19戸程度，老年人口の比率は約 6 割。

 （筆者作成）
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した。なお，本調査の実施とデータの公表については，
倫理的配慮として調査者が調査協力者に口頭と書面で
調査概要やデータの取り扱い等を説明したうえで，任
意で書面に署名をもらうかたちで同意を得ている。

2 ．公民館実践の展開と衰退

（ 1）土佐町中央公民館のあゆみ
　土佐町の公民館のあゆみについては，1980年代に土
佐町史編集委員会が編集した『土佐町史』16（以下「町
史」とする）にまとめられている。町史では，主に1940
年代から1970年代にかけての，土佐町の社会教育のと
りくみの記録があり，地域における社会教育活動の中
心とされてきた公民館の姿が描かれている。
　土佐町は，1955年に地蔵寺村，森村，田井村の三村
が合併し，さらに1961年 4 月に，隣接する本山町の一
部であった大淵，古味，井尻，下川，上津川の 5 地区
が編入合併し成立した土佐村を範域として，1970年の
町制施行にともなって誕生した自治体である。土佐村
では地域の小学校，中学校の建築が優先され，中央公
民館の建設こそ遅れたものの，活動自体は各部落の分
館を舞台に着々と進められた。それまで各村の中央公
民館が土佐村の社会教育推進の核となっていたが17，
1960年には旧三村の公民館を統合して新土佐村公民館
が成立した。元公民館長A18の説明によれば，中央公民
館だけが社会教育の現場というわけではなく，自治公
民館が社会教育活動を支える状況があった。また中央
公民館の職員が自治公民館へ出ていくことで，講座や
学級を開催するような出張型の社会教育活動が展開さ
れていた19。各村の中央公民館の統合以後は，「村の総
合的な社会教育計画を立案し関係機関の協力を得て，
産業教育，家庭教育の振興，婦人教育の充実，青少年
教育，成人教育の推進，農村青少年クラブ活動の育成
指導，農業青年後継者対策，学習活動のほう助，体育，
レクリエーション活動，文化活動の普及促進」20がはか
られ，全国的にもみられるような典型的な農村社会教
育活動が展開される。その後，1967年には美・芸術を
愛好する住民が実行委員となって開催した第一回土佐
村展，1973年には，土佐町文化推進協議会が結成され，
同年11月に第一回土佐町文化祭芸能発表大会，俳句大
会が行われた。特に芸術部門においては，文化祭行事
の実施のみならず，地区へ入って巡回芸能大会を開催
するなどして好評を得た21。
　ところで戦中，戦後の土佐町を含む高知県下の農山
村において，特に中心的な地域課題として位置付けら
れたのは，同和問題である。土佐町においても，戦後
の貧しい暮らしが続く経済基盤の弱い地区においては

不就学，長欠の児童生徒が問題視されるなか，指導員
や福祉教員，隣保館の設置をもって対応に当たった。
土佐町では，勤評闘争が収束していくなか，1962年に
は「町教育研究協議会」において同和部会が組織され，
学校教員を中心に研究がすすめられた。学校における
同和教育実践と並んで重要な役割を果たしたものとし
て，1966年に発足した全町的な組織である土佐町同和
教育研究協議会があり，その専門部会の一つである社
会教育部会は「社会教育の中核として『部落解放を基
底とした社会教育の徹底』を位置づけ，公民館を拠点
とした社会同和教育を推進」22するとし，各種学級教室
において，必須課題として同和問題の学習が取り入れ
られるようになった。さらに1970年の同和対策事業特
別措置法の施行をうけて，町内のさらなる同和対策事
業の発展に向けて，中央の集会方式の会に参加しない
町民を対象に，いわば「とどける同和教育」を実施す
べく，1975年には当時の小学校区を単位として同和問
題部落懇談会が開催された。このように土佐町では同
和教育を基調とした社会教育の展開がみられる。
　以上にみてきた町史や前土佐町教育長の説明，同和
教育の取り組みを踏まえると，土佐町の社会教育活動
には，中央公民館に地域の住民を集中させる形で行な
うというよりも，各集落の集会施設に社会教育職員や
学習支援者が分散する形で展開されていた点に特徴が
あると考えられる。

（ 2）土佐町中央公民館の廃止とその後
　築30年以上が経過し，土佐町の中央公民館の老朽化
が問題視されるなか，1996年度末には，教育委員会と
役場の一部の課に関して機構改革が計画され，老朽化
した中央公民館を取り壊して新しく分庁舎を建築する
こととなった。そもそも取り壊し前の中央公民館に
は，住民が利用できる貸し施設としては会議室 1 室と
大ホールしかなく，もともと施設としての機能性が低
かった。他方で社会教育団体の関係者からは，指導者
的立場であった公民館職員が不在になることへの不安
の声が上がったため，公民館長に代わるポストを設置
すべく，生涯学習センターの設置が提案された23。こ
れに関連した筆者の調査結果として，地域住民に対し
て聞き取り調査を行なうなかで，中央公民館が廃止さ
れたという認識を持っていない者が多かった点は興味
深い24。
　1997年には中央公民館が取り壊され，公民館設置条
例及び公民館使用条例が廃止されたことで，公的社会
教育としての公立公民館体制および自治公民館活動を
基礎づける社会教育の体制が再編成されることとなっ
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た。その後，生涯学習センターは新分庁舎内の教育委
員会事務局に設置された。A によれば，土佐町の公民
館制度の変動は公的社会教育の縮小ではなく，学校教
育を核に据えつつ社会教育の方向性を学校教育とそろ
えることで，教育行政全体をもって町内の教育を推進
していく体制を目指そうとした結果であるとされる。
同様の説明は，A の教育長就任後に作成された2012年
度「第二次土佐町教育振興基本計画」においても確認
することができる。
　同計画の社会教育の項目には，「学校を核にした社
会教育支援」が掲げられており，社会教育が学校教育
を核にしながら一本化されていく構想が示されてい
る。その体制の具体的な取り組みとしては，土佐町学
校応援団推進本部（以下「推進本部」とする）の設置
がある。教育委員会が事務局となり，実行委員は PTA
関係者，教職員，行政関係者のほか，地域住民の代表，
商工業関係者，経済団体関係者，民生児童委員，NPO
法人職員，社会教育団体関係者の中から教育委員会が
委嘱して組織される。推進本部は文部科学省及び高知
県教育委員会が実施する学校支援地域本部事業，放課
後子ども教室推進事業，家庭教育支援基盤形成事業を
一元的に管理することを趣旨として設置されたシステ
ムとされ，学校教育と社会教育の双方の学びのシステ
ムを導入し，地域全体で学校教育を支援し，学校を拠
点とした生涯学習の推進が目指されている25。
　その他，学校以外の場における社会教育の取り組み
としては，読書のまち宣言の推進として図書環境の整
備と活用促進，土佐町に外部講師を招致して講座を行
なう「土佐町生涯楽習大学」の開催，社会教育関係団体
の支援・事務局業務，総合型地域スポーツクラブの設
立と社会体育の充実，美術展覧会等を開催する文化・
芸術活動の推進などが行なわれている26。公民館制度
廃止後の地域の文化・芸術系サークルの主な活動場所
は，地域の農業改善センターなどといった，他部局が
管理する公共施設となっている27。
　このように学習活動は必ずしも教育委員会が所管す
る学習施設で行なわれていない。土佐町の社会教育の
蓄積からみても，地域の集会施設が地域住民の集団活
動の拠点として捉えられるため，こうした認識を踏ま
えることが，町全体の社会教育活動・実践の実態把握
にもつながると考えられる。
　次章では，社会福祉協議会によって展開される地域
福祉活動を分析するなかで，公民館あるいは社会教育
的な側面の表出がどのようにみられるのかについて考
察を行なう。

3 ．土佐町における地域福祉活動の実態

（ 1）「あったかふれあいセンター」の設立経緯
と現状

　2009年に「あったかふれあいセンター」事業が導入さ
れた高知県では，行政が市町村社会福祉協議会や地域
の NPO 団体などへ委託し，地域支え合い活動の中心
拠点づくりが進められている。土佐町におけるあった
かふれあいセンターは，土佐町健康福祉課が担当課と
なり，土佐町社協が土佐町行政の委託を受けて2009年
9 月に開設された。あったかふれあいセンター事業導
入前の土佐町では，地域福祉をとりまく課題28に対応
すべく，全町的な地域福祉活動の拠点施設（以下「と
んからりんの家」）が開設されていた。ところが，地理
的な要因や送迎能力の限界，閉じこもりがちで見守り
が必要な高齢者の存在などが問題視され，住民の生活
圏内での集いの場づくりが課題とされた。
　こうしたなか土佐町社協は，あったかふれあいセン
ター事業を導入し，地域住民の生活圏となる旧小学校
区ごとに地域福祉の拠点を開設した。土佐町のあった
かふれあいセンターは，各旧小学校区にある廃校や文
化会館，集会所などを会場に，月に 1 ～ 2 回の頻度で
開設されている。この事業では，「とんからりんの家」
の活動に参加できない高齢者層や，閉じこもりがちな
要支援者向けの集いの場づくりと，見守りと配食を兼
ねた訪問事業を行なっている。本研究では，前者の集
いの場づくりに着目し，以下 2 地区の取り組みの分析
を通じて，あったかふれあいセンターの活動実態を，
公民館あるいは社会教育的な側面の表出とのかかわり
から明らかにしていく。
　まず，和田地区の特徴的な活動としては，地域に伝
わる民話を紙芝居にして記録・保存する取り組みがあ
る。あったかふれあいセンターの事業を通じて，土佐
町社協の職員は和田地区住民と会話をする中で，「お
んばが滝」という民話の存在を学んだ。土佐町社協の
職員は，「面白い話があったき」と，和田地区の民話
を他地区にも広められるように，紙芝居づくりを提案
した。社協職員が絵の先生となって下絵を作成し，地
域住民はそれをベースに絵を描いたり，色を塗ったり
するなかで作品を作り上げた。こうして完成した作品
は，和田地区の文化を伝える教材としても活用され
た。土佐町小学校における読み聞かせボランティア
や，土佐町社協が小中学校の長期休暇期間にあわせて
企画する世代間交流のプロジェクトなどといった機会
を通じて，土佐町の子どもたちとその親を対象に紙芝
居の読み聞かせが行なわれている。住民の発想をもと



― 66 ―

公民館制度の廃止が地域福祉に与える影響と課題の検討

に，支援者が学習文化活動として組織化することで展
開していったこれらの取り組みは，既存の地域福祉活
動という範疇というよりも，全国各地でみられる公民
館活動や社会教育実践における教育的な取り組みに近
いといえるだろう。
　続く黒丸・下瀬戸地区の特徴的な活動には，地域住
民が講師となって組織された背蓑保存会の取り組みが
あげられる。後に背蓑づくりの講師となる T さんが自
前の背蓑を着て農作業をしていた際に，その姿が近隣
住民の目に留まり，自分にも背蓑を編んでほしいとい
う要望が高まった。こうした出来事が背景にあり，黒
丸・下瀬戸地区に住んでいて，背蓑を編める住民は T
さんのみであることからも，社協の職員は，この機会
にレクリエーションとして背蓑づくり教室を行なって
はどうかと T さんに提案し，あったかふれあいセン
ターの事業として 3 回程度の背蓑づくり教室が開催さ
れた。こうした活動がベースとなって背蓑保存会が組
織される。T さんは「教えてって言われて私は嬉しい
が。」と話し，あったかふれあいセンターへの参加動機
についても「背蓑編むのも教えないかんし。」と，使命
感を感じながら楽しんでいる様子がうかがえた29。
　背蓑保存会は，あったかふれあいセンターの開設日
にあわせて，材料となるスゲを採集したり，前述の世
代間交流のプロジェクトのレクリエーションに参加す
るなどして活動している。このプロジェクトに参加し
ていた子どもを伝って背蓑づくり教室が口コミで広ま
り，親世代からも参加希望者が現れたという。さらに，
調査時には，旧平石小学校区の住民が背蓑づくりに参
加しており，背蓑づくりを通じて地区を越えた住民同
士の交流が展開されている様子がうかがえた。なお，
この背蓑づくりに必要な材料や道具は，黒丸・下瀬戸
地区を担当する集落支援員が，会場となる黒丸集会所
で管理・保管している。
　和田地区に続く黒丸・下瀬戸地区の取り組みも，地
域福祉活動という福祉的な要素よりも，地域の伝統的
な知や技術を次世代へと引き継ぐという意味が強い。
とりわけ伝統技術の継承・文化の伝達という点では，
多分に教育・学習的な要素を含み，公民館講座などで
開講される内容と近似している。さらに①地域住民が
講師となること，②背蓑保存会など組織化をともなう
実践である点など，土着的な知の伝達，伝達の危機に
瀕した伝統的文化を組織的に再興するという側面から
も社会教育実践的要素を含んでいるものと考えること
ができる。

（ 2）公民館制度の廃止と土佐町社協の関わり
　地域福祉活動の拠点であるあったかふれあいセン
ターにおいて，学習・文化活動への展開がみられる理
由には，少なからず土佐町社協の意図的な働きかけが
影響している。公民館設置条例及び中央公民館を廃止
した現在の土佐町について，土佐町社協の事務局長は
以下のように語っている。

公民館長さんとかその役割って大きくて，行政連
絡員ではなく，いわゆる私たちがやってるコミュ
ニティワークの部分もそういった自治っていう部
分を兼ね備えた存在が必要で。（中略）公民館が無
くなっていった町っていうのはすごく多いと思う
んですけど，そんな中で，それに代わる機能をど
こかが考えていったのかっていうと，そこがすご
く問題やと思うんです。（中略）いずれにしても
住民が学習するというか，住民自身の QOL を高
めるというのをどこで担うのかっていうのを，忘
れ去られて政策が進められていますよね。（中略）
そういう拠点をどうやって作るのかと30。

事務局長の言葉を土佐町社協という組織を代表する一
つの認識のあらわれとみるならば，土佐町社協は，公
民館制度が廃止されてしまった状況のなかで，住民の
学習の場としての機能や，それを通じて生活の質を高
めるという機能を，別の機関が補完することの必要性
を感じていたといえる。
　他方で，土佐町社協は公民館の役割を意識しなが
ら，同時に以下の語りにみられるような地域の「弱者」
を活動のなかに包摂していこうとするコミュニティ
ワーカーとしての土佐町社協の意識をもつことで，従
来の公民館の機能の単なる補完にとどまらない取り組
みを行なっていく方向性へも展開していく。

ボランティア活動の捉え方に（公民館活動と社会
福祉協議会とで）そんなに差はないんですけど，
そこに弱者とか障害者への配慮があったかという
と，なかなかそうではなくて31（括弧内筆者）。

土佐町社協は，あったかふれあいセンター事業を通じ
て，かつての公民館分館の設置単位であった旧小学校
区という住民の生活圏を舞台に，既存の集会施設を拠
点に活動を展開させた。その発想の根底には，従来の
自治公民館が果たしていた機能を補完する取り組みと
して地域福祉のための活動拠点であるあったかふれあ
いセンターを位置づける考えがあり，その結果として
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3 の（ 1 ）で析出された社会教育的実践要素を含む実
践が実現されていると考えられる。
　あったかふれあいセンターは，従来の自治公民館が
果たしていた機能を補完する方向性を持ってはいるも
のの，公民館制度のあった時代に集会所へ出張して学
級や講座を行なった社会教育職員が担ってきたような
学習コーディネーターの存在や運営委員会のような役
割を担う存在が不在である以上，公民館の完全な代替
にはなりえていない。今後，住民の自主性と自律性を
重視した活動を展開していくうえで，学習コーディ
ネーターや運営委員会のような仕組みを設置すること
は一つの課題であるといえる。また，あったかふれあ
いセンターを福祉的な課題を持つ人々の学習の場とし
て位置付ける場合に課題となるのが，本研究で捉えき
れなかった層へのアプローチである。土佐町のあった
かふれあいセンターには，高齢者を中心に，障がい者
を含む要支援者や子ども，子育て世帯の親などが主に
かかわりを持っているが，引きこもりの青少年，外国
人，貧困状態にある地域住民などといった層を包括的
に捉えた取り組みとして，より積極的に展開していく
ことも一つの課題といえる。
　また，本研究で明らかにしてきたように，地域福祉
活動が社会教育実践的要素を含んでいるという実態を
踏まえると，地域包括ケアシステムの構築などとの関
わりにおいて，この取り組みがどのような位置づけに
あるのかについては改めて検討する余地がある。土佐
町における地域福祉活動が，単なる地域福祉実践でも
なければ従来の公民館活動の完全な代替物でもないこ
とを踏まえれば，福祉領域の枠組みからみた土佐町社
協の取り組みの評価も肝要な作業であるといえる。

4 ．おわりに

　本研究は，高知県土佐郡土佐町を事例に公民館制度
を廃止した自治体における地域福祉活動の展開の実態
を，それまでに存在した公民館制度とのかかわりから
明らかにし，地域福祉推進の主な担い手である土佐町
社協の取り組みに注目し，福祉的な課題を持つ人々の
学習の場が，公民館制度の廃止後どのような論理の下
で展開されているのかを究明してきた。
　まず，土佐町社協のあったかふれあいセンターの取
り組みは，単なる福祉的な側面のみならず，地域の伝
統的な技術や文化を後世へと引き継ぐという意味で，
教育・学習的な側面があることがわかった。この側面
は，自治体の公民館講座などで開講される内容にも同
様に見られるものであり，地域住民が担い手となった
り，組織的な活動の展開を伴った実践であったりする

点などからも，社会教育実践としての要素を含んでい
るものと考えられる。
　こうした取り組みの背景として，土佐町社協の事務
局長にはコミュニティワークの推進において公民館の
役割や自治という部分に関わる存在が重要であるとい
う認識があり，住民の主体的な学習を通じて生活の質
を高めるという公民館の機能を補完する機関の必要性
を感じ，土佐町社協の役割を模索する状況に置かれて
いた。そこへ土佐町という地域が抱える福祉課題への
対応と，従来のボランティア活動における「弱者」へ
の配慮などといった社会福祉協議会ならではの視点が
加わることで，あったかふれあいセンターが公民館制
度廃止後の地域社会における福祉的な課題をもつ人々
の学習の場として展開していくという方向性が規定さ
れたと整理できる。
　あったかふれあいセンターを福祉的な課題を持つ
人々の学習の場として位置付ける場合に，課題として
以下のことが考えられた。実践的な課題としては，住
民の自主性と自律性を重視した活動を展開していくう
えで，学習コーディネーターや運営委員会のような仕
組みを設置することである。もう一つは引きこもりの
青少年や外国人，貧困状態にある地域住民などといっ
た本研究で捉えきれなかった層へのアプローチをより
積極的に展開していくことである。研究的な課題とし
ては，地域包括ケアシステムの構築などとの関わりに
おいて，あったかふれあいセンターのような取り組み
がどのような位置づけにあるのかについて改めて検討
することである。こうした作業を通じて，「社会教育ガ
バナンスの実現の可能性を，各々の地域で探求してい
くこと」32の過程において，地域福祉という視点がもつ
有効性を再検討することにもつながると考えられる。
　土佐町では，社会福祉協議会が中心となって公民館
制度の廃止という出来事に立ち向かい，福祉と教育の
二つの実践を地域福祉活動のなかで結びつけること
で，豊かな社会教育実践が実現されている。こうした
ことは，冒頭で述べた問題について，たとえ公民館制
度が廃止された地域社会にあっても，社会教育の研究
を遂行することが十分に可能となることを示唆してい
る。
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A Study on the Effects of the Abolition of the Kominkan System 
on Community Care

—The Case of Tosacho, Kochi

Takashi OMURA*

This study purposes to clarify the actual conditions of community care after the abolishment of the 

Kominkan system. In particular, we elaborate the logic behind the creation of educational practices 

introduced by the council of social welfare for people in need of community care services.

This research project performed fieldwork in the town, Tosacho, Kochi. We conducted participant 

observations, historical document acquisition, and semi-structured interviews with the staff of the 

council of social welfare, the staff of the board of education, as well as others connected to the prac-

tices created. We also performed group interviews with those who had been participants.

The research revealed the following: First, the community care services practices consist of both 

welfare and educational aspects. Caring practices were exhibited and a respect for posterity ex-

pressed through activities that emphasized the importance of the handing down of local traditional 

skills. This educational aspect is similar to the practices of Kominkan on two points: First, the en-

couragement of mutual and organized group education is noted and second, the beliefs of the council 

of social welfare that form the core of the creation of educational practices are exhibited. The neces-

sary function inherent in the Kominkan system was to improve the quality of life through education. 

Preparing an opportunity for education as well as the actual learning of the residents was believed a 

requirement that would improve a community work ethic.

This research concludes that the abolishment of the Kominkan system affected consciousness 

regarding the necessity of an entity that functions to offer an opportunity for citizen education. In 

response to this, the council of social welfare came to take on the role of improving community work 

as well as providing a public place where education and welfare could complement one another.

* Student, Graduate School of Education and Human Development, Nagoya University


